
Japan Advanced Institute of Science and Technology

JAIST Repository
https://dspace.jaist.ac.jp/

Title
知財創造サイクルにおける経営戦略オプションとして

のクローズ型およびオープン型知財戦略(知財)

Author(s) 田坂, 一朗; 渡部, 俊也; 隅藏, 康一

Citation 年次学術大会講演要旨集, 19: 336-339

Issue Date 2004-10-15

Type Conference Paper

Text version publisher

URL http://hdl.handle.net/10119/7069

Rights

本著作物は研究・技術計画学会の許可のもとに掲載す

るものです。This material is posted here with

permission of the Japan Society for Science

Policy and Research Management.

Description 一般論文



2E05 知財創造サイクルにおける 経営戦略オプションとしての 
クローズ型およびオープン 型知財戦略 

0 田坂一朗，渡部俊也 ( 東大先端 研 ) , 隅藏 康一 ( 政策研究大学院大 ) 

1 . はじめに 

日本産業のイノベーション 競争力を高める 上で、 近年、 知的財産の重要性が 叫ばれてい 

る 。 知的財産創造立国 いな 実現する具体的行動計画としての 知的財産推進計画 2004 四では   

企業等における 知的財産の戦略的活用にあ たって 、 

知的財産重視の 経営戦略が重要視されている。 

この知的財産重視の 経営戦略においては、 知的財産の手段としての 意義を明確にした 上 

で、 事業戦略や研究開発戦略と 一体となった 知的財産戦略が 必要とされる。 すな む ち 、 知 

的 財産戦略に基づくマネジメントは、 イノ ベ一 ション・プロセスの 一環として事業戦略 や 

研究開発戦略と 有機的に一体化して 遂行されることが 不可欠であ るとされている 目 。 

2 . 内部資源活用型と 外部資源活用型の 経営戦略オプション 

企業が、 あ る特定事業の 経営戦略を採る 場合には、 事業育成についての 経営戦略オプシ 

ョン ( 「経営戦略代案」 とも言われる。 ) として、 内部志向性のものと 外部志向性のものと 

い う 二つの対照的なアプローチが 考えられる。 

従来、 このような企業内の 経営資源を活用した 内部成長か、 あ るいは外部資源を 活用し 

た 成長戦略かという 問題は、 以上のような 二つの対照的なアプローチについての 二者択一 

的な選択の問題であ った。 

しかし、 近年、 これらの二者択一的な 内部志向と覚部志向の 対照的な二つを 同時に並行 

して追及することの 重要性が問われている。 すな ね ち、 企業の内外の 資源を連結して 事業 

を 創造する多様な 連携・同盟戦略の 強調度が世界的に 高くなっているといわれているの。 

さらに、 これらの二者択一的な 戦略の柔軟なスウィチングの 必要性も唱えられている。 

特許戦略パターンの 採用においては、 技術パラダイムが 確立するまでは 「コア技術構築ア 

プローチ」 が有効であ り、 成立した後は 「ポジショニンバ・アプローチ」 が有効であ る。 

そして、 これらの特許戦略パターンの 柔軟なスウィチングの 必 、 要性が唱えられている 3) 。 

3 . 経営戦略オプションとしてのクローズ 型およびオープン 型知的財産戦略 

以上のような 二者択一的な 内部志向と覚部志向の 経営戦略オプションは、 企業の知的 射 

陸戦略にも影響を 与え、 内部志向と覚部志向の 知的財産戦略オプションとなって 現れる。 

ここでは、 これらの知的財産戦略オプションをクローズ 型およびオープン 型知的財産戦略 

と 呼ぶことにする。 

何えぼ 、 ゼロックス社は 自社の コピ 一機に関する 特許を他社にライセンスしない 方針を 

打ち出して市場を 独占するという 特許を囲い込む 戦略を採った 5) 。 このような特許の 囲い 

込み戦略は、 知的財産の活用におけるクローズ 型知的財産戦略ということができる。 
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一方、 I BM 社は、 取得している 特許はなるべくライセンス 化し提供する 戦略を採った。 

このようなオープンなライセンス 戦略は、 知的財産の活用におけるオープン 型知的財産 戦 

略 ということができる。 

従来、 知的財産といえば、 囲い込んで独占するという 戦略が企業の 知的財産戦略として 

一般的であ った。 しかし、 近年においては、 例えば、 MPEG-LA の標準技術と 特許プール 

の 成功に見られるよさに、 企業の知的財産の 活用戦略も変化してきている。 

ク 一ズ型 およびオープン 型知的財産戦略とは 

(1) 知財創造サイクルにおけるクローズ 型およびオープン 型知的財産戦略 

特許戦略の基本ストラテジ ー としての 「オープンライセンスボリシー」 と 「マーケット 

シェアポリシー 」 が提唱され、 それらの戦略の 使い分けの重要性が 指摘されている 6) 。 こ 

れは特許の活用についてのクローズ 型およびオープン 型知的財産戦略について 述べたもの 

であ る。 

知財創造サイクルにおいては、 知的財産の創造・ 保護・活用の 3 つの段階があ る。 本 朝 

告 においては、 知的財産の創造・ 保護・活用の 各段階における、 クローズ型およびオープ 

ン型知的財産戦略について 検討する。 

(2) 創造段階における 戦略 

知的財産の創造段階におけるクローズ 型戦略とは、 一つまたは複数の 特定組織等が 単独 

でまたは共同して 知的財産を創造し、 この知的財産を 外部に対し公開しない 戦略であ る。 

一方、 創造段階におけるオープン 型戦略とは、 公開の下で知的財産を 創造する戦略であ る。 

従来、 知的財産の創造には、 主にクローズ 型戦略； ミ 採られてきたが、 ソフトウェアの 開発 

においても、 Ⅱ nux のようなオープンソース・プロバラムの 成功 7@ より、 オープン型 戦 

略が幅広く受け 入れられるようになってきている。 

(3) 保護段階における 戦略 

知的財産の保護段階におけるクローズ 型戦略とは、 創造された知的財産を 一 つ または 複 

数の特定組織等が 単独でまたは 共同して知的財産権 を獲得するアプローチのことをい う 。 

これには、 創造された知的財産を 権 利化はせずに 秘密として管理することも 含まれる。 一 

方 、 保護段階におけるオープン 型戦略とは、 知的財産権 としての権 利取得をしないことを 

いっ。 

このオープン 型戦略の例として、 米国のテキサス 州 sanAntonio 市にあ る非営利研究機 

関 Southwest Research Institute (SwRI) の知的財産政策・ 知的財産ビジネ 、 ス における 

MinimalistApproach ( 最小限アプローチ ) を挙げることができる 8) 。 

(4) 活用段階における 戦略 

知的財産の活用段階におけるクローズ 型戦略とは、 権 利者自身が単独で 実施・利用し、 

第三者に実施 権 ・利用権 を許諾しないことや、 特定の限定的な 第三者のみに 実施 権 ・利用 

権 を許諾する戦略のことをいう。 例えば特許の 場合には、 特許権 が本来的に有する 独占排 

他権 を訴訟という 法的手続きによって 行使し、 市場を独占し 市場による経済的利益を 追求 

するアプローチを 含む 6) 。 

活用段階におけるオープン 型戦略とは、 実施料の有料・ 無料は問わず、 広く第三者に 実 

施権 ・利用権 を許諾する場合をい う 。 例えば特許の 場合には、 特許を他社に 対して広く 開 
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放し、 その対価として 実施料を取得するアプローチを 含む 6) 。 

クローズ型およびオープン 型知的財産戦略の 具体例としては、 知的財産権 に基づくライ 

センスについて 最もよく議論されてきた。 例えば、 特許ライセンシングのバリエーション 

としては、 クローズ型からオープン 型へ、 クロスライセンス、 パッケ 一 、 ジド・クロスライ 

センス、 特許プール、 オープン型特許プールなどが 知られている 9) 。 また、 技術標準化に 

関連した特許プール ( 特許集積 ) は企業における 戦略的知的財産政策の 一 っとして重視さ 

れている。 

以下の表 1 に、 知財創造サイクルにおけるクローズ 型およびオープン 型知的財産政策を 

まとめて掲載した。 

表 1 知財創造サイクルにおけるクローズ 型およびオープン 型知的財産政策 

知財ステップ 創造段階 保護段階 活用段階 

クローズ型戦略 単独創造 単独権 利化 実施許諾せず 

共同創造 共同権 利化 制限的実施許諾 

オープン型戦略 公開創造 権 利化しない 非制限的実施許諾 

自由実施 

5 . 知財創造サイクルにおけるクローズ 型からオープン 型知的財産戦略の 事例 

知財創造サイクルにおけるクローズ 型からオープン 型知的財産戦略の 過渡期にあ る事例 

として、 医療における 重要な診断手段などとして 注目されている D N A チップ技術を 開発 

し、 初めて市場に 投入した米国バイオベンチヤ 一企業であ るアフィ メ @ @ クス 

(Affymetrix) 社の知財政策を 検討した 10) 。 

1993 年の Affymetrix 社の設立は、 1990 年に始まったヒトゲノム・プロジェクトに 大き 

な影響を受けている。 既に 1988 年に Zaffaroni により創薬のべンチャーとして 設立されて 

いた Affymax 社は、 1989 年に光 りソ グラフィ一法による 多種類のぺプチ ドや D N A を小 

さな基板上に 合成するチップ 製造法の基本特許を 出願した。 このバイオチップは 、 初め、 

創薬のツールとして 考案されたが、 製造技術が検討されるなかで DNA を載せる DNA チッ 

プが残った。 DNA チップは、 創薬のツールではなく、 DNA や遺伝子の分析のツールであ 

ることから、 ヒトゲノム・プロジェクトにより 潜在的に存在することになった D N A チッ 

プ市場をターゲットとして、 Affymetrix 社は 1991 年に 5l ㍑ a, 織 化され、 1993 年に Affymax 

社からスピンアウトした。 1994 年に最初の外部評価用の D N A チップ試作品が 完成し、 D 

NA チップ ( 製品名は GeneChip) は 1996 年 Affymetnix 社によって初めて 製造・販売さ 

れた。 

Affymax 社から Affymetrix 社に至る D N A チップ技術の 知的財産の創造および 保護 段 

階 においては、 典型的なクローズ 型知的財産戦略が 採られてきた。 Affymax 社および 

AffVmetrix 社によって D NA チップ技術に 関する強力なパテント・ポートフォリオが 構築 

された。 

1997 午に Incyte 社、 Hyseq 社、 Genometrix 社など競合他社の DNA チップ領域への 

参入が始まると、 他社の競合する 技術や特許を 巡って多くの 特許訴訟が開始された。 知的 

財産の活用段階は、 典型的なクローズ 型知的財産戦略から 始まった。 なお、 1998 年には セ 
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レラ社が設立され、 ヒトゲノムの 解読が急速に 進展し始めた。 

2001 年には、 OxfordGeneTechnology 社、 Hyseq 社、 Incyte 社などとの特許侵害訴訟 

の 和解が成立した。 この和解合意を 契機に一部の 企業に対しては、 D N A チップ技術につ 

いての特許ライセンス 契約が成立し、 知的財産の活用は 一部オープン 型知的財産戦略に 変 

更 された。 

その後 AffymetriX 社は、 現在の研究市場から 将来の臨床市場獲得の 布石として、 D N A 

コンテンツの 獲得や D N A チップのデファクト・スタンダードを 獲得するための D N A チ 

ップ・コンソーシアムの 立ち上げをすすめている。 しかし、 このような D N A チップの 標 

準 化に繋がるオープン 化戦略では、 コンソーシアムに 参加者が集まらず、 さらに米国内に 

おけるシェアが 低下するなどの 問題点を抱えている 9) 。 

6 . 結論 

Affymetrix 社は、 典型的なクローズ 型知的財産戦略も 奏功して、 2002 年の時点で世界 

市場の約 30% ( 約 25000 万ドル ) を占めるに至っている。 しかし、 その強力な知的財産 

戦略は、 将来へのオープン 化戦略にとってトレード・オフの 関係にあ るとも言える。 知的 

財産戦略におけるクローズ 型とオープン 型知的財産戦略との 間の スウ ィチングは企業の 持 

続的成長に重要な 意味をもっているが、 

Affymetnix 社における知的財産戦略の 経緯は、 対照的な相対立するとも 考えられる戦略パ 

ターンをスウィチングすることの 困難性と重要性を 示している。 

別の言い方をすれば、 Affymetrix 社の対抗技術であ ったスタンフォード 型 D NA マイク 

ロアレイが、 全市場的な観点からすれば 補完的な技術であ ったよ う に、 クローズ型 とオ一 

プン空知的財産戦略も 互いに補完性を 有するものという 認識が経営戦略において 必要かも 

しれない。 
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